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道内景気は、緩やかに回復している。生産活動は一進一退の動きとなっている。需要面を

みると、個人消費は、スーパー、コンビニエンスストアが前年を下回ったものの、新車販売

台数の回復が続くなど、緩やかな持ち直し基調にある。住宅投資は、減少に転じている。設

備投資は持ち直し基調が続いている。公共投資は、持ち直している。輸出は緩やかに持ち直

している。観光は、外国人入国者数が好調を維持している。

雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企業倒産は件数が前年を上回った。消費者

物価は、１１か月連続で前年を上回っている。

現状判断DI（北海道）
先行き判断DI（北海道）

現状判断DI（全国）
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１．景気の現状判断DI～２か月連続で上昇

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～２か月ぶりに上昇

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、１１月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を１．４ポイン

ト上回る５０．６となり、２か月連続で上昇し

た。また、横ばいを示す５０を３か月ぶりに上

回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を２．５ポイント上回る５３．９となり、横ばいを

示す５０を４か月連続で上回った。

１０月の鉱工業生産指数は９７．５（季節調整済

指数、前月比＋３．２％）と２か月ぶりに上昇

した。前年比（原指数）でも＋４．５％と２か

月ぶりの上昇であった。

業種別では、鉄鋼業等１１業種が前月比上

昇、窯業・土石製品工業等の４業種が前月比

低下となった。

道内経済の動き
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３．百貨店等販売額～２か月連続で減少

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～１５か月連続で増加

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球
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５．札幌ドーム来場者～２か月連続で減少

札幌ドーム 来場者数

（資料：�札幌ドーム）

１０月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比▲０．１％）は、２か月連続で前年

を下回った。

百貨店（前年比＋２．６％）は、衣料品、身

の回り品、飲食料品、その他の全ての品目で

前年を上回った。スーパー（同▲０．８％）

は、１４か月ぶりに前年を下回った。品目別で

は衣料品、身の回り品、その他は前年を下

回ったものの、飲食料品は前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比▲０．１％）

は、２か月ぶりに前年を下回った。

１０月の乗用車新車登録台数は、１２，４８０台

（前年比＋０．５％）と１５か月連続で前年を上

回った。車種別では普通車（同▲５．３％）が

前年を下回ったが、小型車（同＋２．２％）と

軽乗用車（同＋４．９％）が前年を上回った。

４～１０月累計では、１０８，３１３台（前年比

＋９．０％）と前年を上回っている。普通車

（同＋３．３％）、小型車（同＋１０．７％）、軽乗用

車（同＋１３．５％）といずれも前年を上回って

いる。

１０月の札幌ドームへの来場者数は、１４５千

人（前年比▲６０．７％）と２か月連続で前年を

下回った。内訳は、プロ野球が１０８千人（同

▲６４．９％）、プロサッカーが２８千人（同

＋４５．８％）、その他が１０千人（同▲７７．２％）

だった。

１試合あたりの来場者数は、プロ野球が

３５，８６０人（同▲６．４％）、プロサッカーが

２７，５１４人（同＋４５．８％）だった。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～２か月ぶりに減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～４か月ぶりに減少

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～４か月連続で増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証�ほか２社）

１０月の住宅着工数は、３，６５４戸（前年比

▲８．５％）と２か月ぶりに前年を下回った。

利用関係別では、持家（同＋２．８％）、貸家

（同▲１４．７％）、給与（同０．０％）、分譲（同

▲０．７％）となった。

４～１０月累計では、２５，４０９戸（前年比

＋０．０％）と前年並みになっている。利用関

係別では、持家（同＋０．４％）、貸家（同

▲２．０％）、給与（同＋４１．３％）、分譲（同

＋６．０％）と貸家を除いて増加している。

１０月の民間非居住用建築物着工面積は、

１８２，００７㎡（前年比▲１３．５％）と４か月ぶり

に前年を下回った。業種別では、製造業（同

＋２３．０％）が前年を上回ったが、非製造業

（同▲１５．９％）が前年を下回った。

４～１０月累計では、１，５１７，３２５㎡（前年比

＋１０．２％）と前年を上回っている。業種別で

は、製造業（同▲４．６％）が前年を下回って

いるが、非製造業（同＋１２．０％）が前年を上

回っている。

１１月の公共工事請負金額は、２５４億円（前

年比＋２２．４％）と４か月連続で前年を上回っ

た。発注者別では、市町村（同▲１６．９％）、

その他（同▲２．６％）が前年を下回ったが、

国（同＋５３．０％）、独立行政法人（同

＋２６０．３％）、北海道（同＋５０．４％）が前年を

上回った。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～２か月ぶりに増加

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～１７か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が２か月ぶりの増加

貿易動向

（資料：函館税関）

１０月の国内輸送機関利用による来道客数

は、１，２１７千人（前年比＋０．２％）と２か月ぶ

りに前年を上回った。輸送機関別では、JR

（同▲２６．５％）が前年を下回ったが、航空機

（同＋２．８％）とフェリー（同＋３．５％）が前

年を上回った。

４～１０月累計では、８，６３３千人と前年を

１．３％上回っている。

１０月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１３７，４８４人（前年比＋１９．８％）と１７か月

連続で前年を上回った。４～１０月累計では、

９１９，２４７人（同＋２５．７％）と前年を上回って

いる。

空港・港湾別では、新千歳空港が１２２，８８３

人（前年比＋２６．２％）、函館空港が８，５７１人

（同▲１１．８％）、旭川空港が７１８人（同

▲８３．６％）だった。

１０月の貿易額は、輸出が前年比１９．６％増の

３１４億円、輸入が同４０．７％増の９４７億円だっ

た。

輸出は、鉱物性タール・粗製薬品、有機化

合物、鉄鋼くずなどが増加した。

輸入は、石油製品、原油・粗油、魚介類・

同調整品などが増加した。

輸出は、４～１０月累計では２，１８１億円（前

年比＋５．２％）と前年を上回っている。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～改善が進んでいる

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数が５か月ぶりに前年を上回る

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：�東京商工リサーチ）
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平成27年
＝100.0

１４．消費者物価指数～１１か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

１０月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．１６倍（前年比＋０．０７ポイント）と９３か

月連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比＋４．８％上昇し３か

月連続で前年を上回った。業種別では、建設

業（同＋１３．４％）、サービス業（同＋７．８％）、

製造業（同＋１１．０％）などが前年を上回った

が、宿泊業・飲食サービス業（同▲１．５％）、

などが減少した。

１１月の企業倒産は、件数が２７件（前年比

＋２８．６％）、負債総額が４６億円（同＋１６６．６％）

だった。件数は５か月ぶりに前年を上回っ

た。負債総額は３か月連続で前年を上回っ

た。

業種別では、卸売業が９件、サービス・他

が８件、小売業が４件などとなった。

１０月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０１．０（前月比＋０．４％）と３か

月連続で上昇した。前年比は＋１．４％と、１１

か月連続で前年を上回った。

生活関連重要商品等の価格について、１０月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

は概ね安定して推移している。石油製品の価

格は原油高を背景に上昇している。

道内経済の動き
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（年度）

実質経済成長率（％） 北海道 全国

（注）１. 全国は内閣府調べ｡29､30年度は日本銀行政策委員「大勢見通し｣(10月時点)の中央値。
　　　２. 北海道は北海道経済部調べ。27年度以降は当行推計。
　　　３. 平成17暦年基準、全国は連鎖価格方式。北海道は固定基準年方式。
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北海道経済の現状は、緩やかに回復している。個人消費は緩やかに持ち直している。

設備投資、公共投資は足元堅調に推移している。住宅投資は貸家を中心に投資マインド

が後退し減速している。この間、景況感の現状判断は上昇に転じている。

平成３０年度の北海道経済を需要項目別に展望すると、個人消費は、エネルギー価格上

昇が消費者マインド改善の重石となるものの、雇用・所得環境の改善が下支えし底堅く

推移しよう。住宅投資は、金融環境などの変化から貸家が減速を強め前年を下回ろう。

設備投資は、ホテルを中心とした建設投資が牽引し前年を上回ろう。公共投資は、前年

の台風復旧工事増の反動から、前年を下回ろう。海外経済の持ち直しや外国人観光客の

入り込み増加を背景に、移輸出は増加しよう。この結果、実質経済成長率は０．５％（２９

年度０．９％）、名目経済成長率は１．０％（同０．９％）となろう。

平成３０年度北海道経済の見通し

要 約

（注）２００５年基準に基づいて算定した道内総生産（支出側）のみ公表しています。
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１．平成２９年度北海道経済の概況

（１）国内経済の動向

現状の国内経済は７～９月期の国内総生産

（四半期別GDP・１次速報値）が年率＋１．４％

と７四半期連続のプラス成長となるなど、景

気は回復している（図表１）。個人消費は前

期比減少に転じたものの、人手不足を背景と

した雇用環境の改善や、堅調な株価などによ

る消費者マインドの改善によって、底堅く推

移している。住宅投資は相続税対策等のため

の貸家が減少に転じ弱含みとなっている。民

間企業設備は高水準の企業収益や人手不足対

応などを背景として堅調に推移している。輸

出も持ち直し基調が続いている。

先行きについて、個人消費は、雇用・所得

環境の改善を背景に、緩やかに持ち直そう。

住宅投資は、マンション価格の高止まりや高

水準で推移してきた貸家需要の減速が下押し

圧力となり、弱含みで推移しよう。設備投資

は、海外経済の回復や高水準の企業収益を背

景とした企業マインドの改善により、増加し

よう。公共投資は、大型経済対策が一巡し、

緩やかに減少しよう。輸出は、海外経済の回

復が続くことが見込まれ、増勢が続こう。

これらのことから国内経済は、緩やかな回

復が続くものとみられる。

（２）北海道経済の動向

現状の北海道経済は、緩やかに回復してい

る。個人消費は、雇用・所得環境の改善を背

景に緩やかに持ち直している。設備投資や公

共投資は足元堅調に推移している。住宅投資

は減速している。内閣府が発表した本年１０月

の『景気ウォッチャー調査』では、北海道の

景気の現状判断DI（季節調整値）は好不況

の判断の目安となる５０を下回ったものの、９

月から１．７ポイント上昇し４９．２となった。ま

た、先行き判断DI（季節調整値）は、前月

横ばいの５１．４となっている（図表２）。

今後を展望すると、個人消費は、原油高に

伴うエネルギー価格上昇が重石となるが、雇

用・所得環境の改善から、緩やかな持ち直し

基調を維持することが見込まれる。住宅投資

は、金融環境の変化などによって貸家への投

資マインドが後退し減速が強まろう。設備投

資は、前年の反動から幾分減少するものの、

図表１ 図表２実質GDP成長率の内訳（全国） 景気ウォッチャー調査（北海道）

（資料：内閣府「四半期別GDP速報２０１７年４‐６月期・１次速報）」 （資料：内閣府）

平成３０年度北海道経済の見通し

― ７ ― ほくよう調査レポート ２０１８年１月号

ｏ．２５８（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００６～０１５　３０年度北海道経済見通し  2017.12.18 20.03.54  Page 7 



-1 .5

-1 .0

-0 .5

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

27 28 29

��������

������������������������������

������������������������������

���������������

高水準を維持しよう。公共投資は、補正予算

の執行や台風被害の復旧工事がピークアウト

し景気押し上げ効果は徐々に弱まるものの、

高水準の前年を上回ろう。観光関連では、イ

ンバウンドの増勢が続き、好調を維持しよう。

以上の経済状況を勘案すると、平成２９年度

の道内経済成長率は、実質成長率は、実質経

済成長率０．９％（２８年度０．９％）、名目経済成

長率０．９％（同０．８％）となろう。

２．平成３０年度北海道経済の見通し

（１）国内経済の概要

平成３０年度の国内経済は、内需では、個人

消費や設備投資の持ち直し基調が続こう。外

需では、地政学的なリスクには注意を要する

ものの、世界的な景気回復が進むことを背景

に輸出は増勢を維持しよう。以上のことから、

国内経済は緩やかな景気回復が見込まれる。

需要面を見ると、個人消費は、人手不足を

背景とした賃金と雇用の継続的な回復によ

り、緩やかな持ち直しの動きが続こう。住宅

投資は増勢を牽引してきた貸家が減速を強

め、弱含みで推移しよう。設備投資は、企業

業績の改善を背景として、持ち直しの動きが

継続しよう。公共投資は、前年に比べ補正予

算を含めた予算規模の縮小が見込まれ減少し

よう。輸出は円安の持続と海外の景気回復を

背景に、増加基調を維持しよう。

（２）北海道経済の概要

北海道経済は、建設投資を中心とした設備

投資の増加に加え、個人消費が底堅く推移す

ることが見込まれ、緩やかな回復基調を維持

しよう。

需要面を見ると、個人消費は、エネルギー

価格の上昇が消費者マインドの重石となるも

のの、持続的な雇用・所得環境の改善により

持ち直し基調が続こう。住宅投資は、低金利

が続くものの、これまで牽引役だった貸家着

工が減速を強め減少しよう。設備投資は、ホ

テルなどの観光関連や空港関連の投資、再開

発事業の新規着工および進行などにより増加

しよう。公共投資は、災害復旧関連の工事が

剥落することにより減少しよう。移輸出は、

インバウンドの増加や海外景気の回復を背景

に増加しよう。

物価の動向をみると、産油国の減産調整後

の原油価格上昇がエネルギー価格押し上げに

寄与し、消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合）は平成２８年１２月以降前年を上回る月が続

いている（図表３、４）。

物価の先行きを展望すると、原油価格が海

外経済の回復や産油国の減産調整に伴い上昇

基調にあることや、円安の持続により、諸物

価は徐々に上昇していこう。しかしながら、

図表３ 消費者物価指数（北海道）
（前年同月比）

（資料：総務省、北海道）

平成３０年度北海道経済の見通し
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個人消費の改善ペースが緩やかである中で、

エネルギー価格を除く物価上昇のペースは緩

慢なものにとどまろう。

以上のような経済状況を勘案すると、平成

３０年度の道内経済成長率は実質成長率０．５％

（２９年度０．９％）、名目成長率１．０％（同０．９％）

となり、４年連続のプラス成長となろう。

３．道内総生産（支出側）の動向

（１）民間最終消費支出

足元の状況をみると、スーパーやコンビ

ニ、ドラッグストアなど幅広い業態で、販売

額は前年を上回る水準が持続している。エコ

カー補助金や家電エコポイントで需要が先食

いされていた乗用車や家電に買い替え需要も

みられ、個人消費関連指標は持ち直しの動き

が続いている（図表５、６）。

個人消費に影響を与える道内の雇用・所得

環境について概観すると、当行が本年８月か

ら９月にかけて行った『雇用動向に関する調

査』において、雇用の過不足感を示す「雇用

判断DI（過剰企業割合－不足企業割合）」は

△６６と、平成１２年の調査開始以来最も雇用の

不足感が強い状況となった（図表７、８）。

企業の人手不足感が一段と強まる中で、有効

求人倍率は７年以上にわたって前年を上回っ

ている。これらの動きを受けて、雇用者数も

増加傾向にあり、雇用環境は引き続き改善が

図表４ 図表６原油価格の推移 乗用車新車登録台数（北海道）
（前年同月比）

（資料：IMF） （資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

図表５ 図表７大型店等販売額（北海道）
（前年同月比）

雇用人員判断DIの推移

雇用人員判断DI：人員が「過剰とした企業の割合」－「不足とした企業の割合」
（資料：北洋銀行）（資料：北海道経済産業局）

平成３０年度北海道経済の見通し
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続こう（図表９）。

所得環境については、人員確保の観点から

賃上げによる従業員の待遇改善の動きが幅広

い業種で広がっていることを受け、現金給与

総額は前年上回りの基調が続いている（図表

１０）。当行が本年５月から６月にかけて行っ

た『賃金動向に関する調査』においても、定

例給与（基本給・諸手当等）、特別給与（賞

与・期末手当等）の引き上げ予定企業の割合

は、いずれも前年を上回っている（図表

１１）。また、最低賃金の引き上げ（２９年１０月

以降、道内の最低賃金は７８６円／時から８１０円

／時）も、雇用環境の改善を通じて道内全体

の所得増加に寄与しよう。

以上のように、雇用・所得環境は今後も改

善が見込まれるが、一方で、足元では原油高

に伴うエネルギー価格の上昇が続いている。

需要が増加する冬場に向い、エネルギー価格

の上昇が、徐々に改善している消費者マイン

ドの重石となることが懸念される。また、こ

れまで、個人消費を押し上げてきた自動車や

家電の買い替え需要の減衰も、個人消費改善

の制約要因となろう。あわせて、平成２９年度

幅広い業種で実現した賃上げの持続性につい

ても注意が必要である。

総じてみれば、雇用・所得環境の改善が下

支えとなり、個人消費は底堅く推移しよう。

この結果、民間最終消費支出は、実質成長

図表８ 図表１０業種別の人員過不足感 名目賃金指数の推移（北海道）

雇用人員判断DI：人員が「過剰とした企業の割合」－「不足とした企業の割合」
（資料：北洋銀行「道内企業の雇用の現状等について」） （資料：厚生労働省、北海道「毎月勤労統計調査」）

図表９ 図表１１雇用者数の推移（北海道） 賃金引上げの推移（引上げとした割合）

（資料：総務省、北海道「労働力調査」） （資料：北洋銀行）

平成３０年度北海道経済の見通し
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率０．７％、名目成長率１．３％となろう。

（２）政府最終消費支出

平成２７年国勢調査において、北海道の高齢

者（６５歳以上）人口は前回調査（平成２２年）

に比べ１４．８％増加、総人口に占める割合は

２４．７％から２９．１％へ４．４ポイント上昇と、高

齢化が一段と進んでいる。平成３０年には医療

と介護の診療報酬同時改定が予定され、現在

財政負担削減のための議論が行われている

が、高齢者の増加によって、政府最終消費支

出の約４割を占める現物社会給付（医療費・

介護費）は漸増が見込まれる。

また、平成２９年度の道職員給与は、民間給与

との格差を踏まえ、月例給は平均０．１３％、期

末・勤勉手当０．１カ月の引上げ勧告が行われて

いる。北海道および市町村の給与引き上げは、

政府最終消費支出の押し上げに寄与しよう。

この結果、政府最終消費支出は、実質成長

率０．８％、名目成長率１．０％となろう。

（３）住宅投資

平成２９年４～９月の新設住宅着工戸数は、

持家、貸家、給与、分譲（マンション・戸

建）のすべてで増加し、前年を上回る水準

（＋１．５９％）で推移している。

一方、年度後半にかけては、金融環境の変

化などによって、住宅投資を牽引してきた貸

家投資にマインドの後退がみられ、住宅投資

は減速しよう。

平成３０年度について住宅の利用目的別に展

望すると、貸家は、相続税対策を意識した建

築が減速感を強め、前年を下回ろう。持家お

よび分譲戸建ては、マイナス金利政策による

住宅ローン金利の低減効果が一巡し、前年を

幾分下回ろう。平成２９年度上期において伸び

の大きかった分譲マンションは、人件費・労

務費や資材価格の上昇を背景とした販売価格

の高止まりによって、引続き札幌中心部以外

の分譲に比重が高まっていくことが見込まれ

るが、前年増加の反動から減少に転じよう。

これらを勘案すると、住宅着工戸数は、持家

が１０，８６０戸、貸家が２０，３１５戸、分譲が４，１０５戸

（分譲マンション２，０８６戸、分譲戸建て１，９７１

戸）、給与（社宅）が２７２戸、合計３５，５５２戸程

度となり、２９年度実績見込み（３７，３９５戸）を

１，８４３戸程度下回ろう（図表１２）。

この結果、住宅投資は、実質成長率▲２．６％、

名目成長率▲１．６％となろう。

（４）設備投資

平成２９年４～９月累計の民間非居住用建築

物の工事予定額は、前年を２４．６％上回り堅調

に推移している（図表１３）。インバウンドの

増加に対応したホテルの新築・改装が相次い

図表１２ 住宅着工戸数の推移（北海道）

（資料：国土交通省、２９年度以降は当行推計）
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でいるなど、北海道の主力産業である観光関

連業種での設備投資がみられるほか、物流施

設の新設や農業関連施設の建設などが進んで

いる。また、札幌市をはじめ道内中核都市で

複数の再開発事業が進行中であるほか、エネ

ルギー分野では、再生可能エネルギー利用を

目的とした投資もみられる（図表１４）。

しかしながら、平成２９年６月に日本政策投

資銀行北海道支店が行った『北海道地域設備

投資計画調査』（原則、資本金１億円以上の民

間企業が対象）において、平成２９年度の道内

設備投資計画は全産業で前年比７．１％減と

なっている（製造業・同＋４．０％、非製造

業・同△９．９％）（図表１５）。また、中小企業の

設備投資実施割合も前年並みにとどまってい

る（図表１６）。企業収益の改善により、上記

計画の上方修正や中小企業の設備投資増が期

待されるものの、設備投資は、前年の大型投

資の反動から高水準ながらも減少しよう。

平成３０年度を展望すると、ホテルを中心と

した観光関連施設の建設投資の伸びが見込ま

れることや、企業収益改善を背景に人手不足

に対応した省力化投資も一定程度見込まれ

る。また、空港関連施設や札幌市をはじめ道

内中核都市での複数の再開発事業の着工・進

行が、全体の押し上げに寄与し、設備投資は

堅調に推移しよう。

この結果、設備投資は、実質成長率３．３％、

図表１３ 図表１５民間非居住用建築物（北海道）
（工事費予定額）

２９年度業種別設備投資の動向

（資料：国土交通省）

図表１４ 図表１６ 設備投資実施企業の割合道内での設備投資、再開発

（資料：新聞報道、市町村ホームページなどを基に当行作成） （資料：北洋銀行「道内企業の経営動向調査」）
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名目成長率４．０％となろう。

（５）公共投資

足元の公共工事請負金額をみると、平成２９

年４～９月の累計金額が前年比６．６％増とな

るなど、台風被害の復旧工事本格化や、平成

２８年度補正予算による大型経済対策の効果に

よって、堅調に推移している。一方、年度後

半にかけて台風被害の復旧工事や補正予算執

行がピークアウトし増勢は鈍化が見込まれる

が、公共投資は高水準の前年を上回ろう（図

表１７）。

平成３０年度については、北海道開発事業費

（当初予算）はほぼ横這いの見通し。平成２９

年度補正予算も計上が見込まれ、北海道新幹

線札幌延伸工事の発注増加も押し上げに寄与

するものの、台風被害に伴う災害復旧工事増

の反動減が大きく影響し、前年を下回ろう

（図表１８）。

この結果、公共投資は、実質経済成長率▲

４．３％、名目成長率▲３．７％となろう。

（６）域際取引

（Ａ）移輸出

平成２９年４～９月の貿易統計（函館税関）

によると、財の輸出は、「鉄鋼」「船舶」などの

増加により、前年比３．２％増で推移している。

平成３０年度については、前年に大きな被害

のあったホタテ等の水産物の水揚げ回復や、

前年度に比して円安が進行していることを受

け、「魚介類・同調整品」の輸出は前年を上

回ろう。また、世界的な景気回復の流れに伴

い、「自動車の部分品」の移輸出が増加基調で

推移しよう。国内向けの財の移出も、外需及

び内需の堅調な推移により前年を上回ろう。

観光関連では、新規航空路線の開設やク

ルーズ船の寄港増加、ホテルなどの受入れ施

設の整備進展のほか、政策面での後押しを受

け、インバウンドを含めた観光客入込数は今

後も増加しよう。またインバウンドの増加が

「北海道ブランド」の浸透に寄与し、農畜産

品の輸出を一定程度押し上げよう（図表１９、

２０、２１）。

この結果、移輸出は、実質成長率０．８％、

名目成長率１．４％となろう。

図表１７ 図表１８公共工事請負金額（北海道） 整備新幹線事業費

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社、２８年度以降は当行推計） （資料：国土交通省資料などを基に当行作成）
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（Ｂ）移輸入

平成２９年４～９月の貿易統計（函館税関）

によると、記録的な不漁に伴う原材料の不足

から「魚介類・同調整品」の輸入増額が続い

ている（図表２２）。また、移輸入において大

きなウェイトを占める「原油・粗油」「石油製

品」は、原油価格上昇を通じ、輸入金額を押

し上げており、前年比４１．９％増で推移してい

る。今後も基調は変わらず、輸入は前年を上

回ろう。

一方、移入は道内需要（個人消費・再開発

などの民間設備投資・災害復旧に伴う公共投

資など）の持ち直しにより増加しよう。

平成３０年度を展望すると、輸入は、漁獲高

の回復に伴い、水産加工品原材料（「魚介

類・同調整品」）の増加は一服が見込まれる

ものの、原油価格の前年比上昇と円安水準の

持続による単価上昇を受け、「原油・粗油」

などの鉱物性燃料の輸入増が続こう。

移入は、道内の需要の緩やかな回復により

増加基調が続こう。

この結果、移輸入は、実質成長率０．７％、

名目成長率１．２％となろう。

（平成２９年１２月７日 公表）

図表１９ 図表２１訪日外国人１人当たり旅行支出推移（全国） 利用交通機関別の来道客数

（資料：国土交通省 観光庁） （資料：�北海道観光振興機構）

図表２０ 図表２２訪日外国人来道者数（実人数） 漁獲金額の推移（北海道）

（資料：北海道経済部、２９年度以降は当行推計）
※平成２２年度以降は新算定方式により調査しており、それ以前の
数値とは接続しない （資料：北海道「北海道水産現勢」、２８年以降は当行推計）
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統計表１ 道内総生産（支出側）
（単位：億円、％）

項 目

名 目 値 （ ）内は前年度比伸び率 実 質 成 長 率

２８年度

（実績見込み）

２９年度

（見通し）

３０年度

（見通し）
２８年度 ２９年度 ３０年度

民間最終

消費支出

１１９，６８６

（０．２）

１２１，３６４

（１．４）

１２２，９３８

（１．３）
０．３ ０．９ ０．７

政府最終

消費支出

４８，３４１

（０．０）

４８，７７５

（０．９）

４９，２６６

（１．０）
０．４ ０．７ ０．８

総固定

資本形成

３６，２６４

（４．５）

３７，２３０

（２．７）

３７，１８９

（△０．１）
４．７ １．６ △０．６

住宅投資

設備投資

公共投資

５，１７８

（５．９）

１５，９１９

（４．５）

１５，１６７

（４．０）

５，２５１

（１．４）

１５，８８７

（△０．２）

１６，０９２

（６．１）

５，１６８

（△１．６）

１６，５２６

（４．０）

１５，４９５

（△３．７）

６．２

４．７

４．３

０．２

△０．９

５．１

△２．６

３．３

△４．３

移 輸 出 ６２，９３１

（△１．０）

６５，５１７

（４．１）

６６，４２６

（１．４）
△０．６ １．９ ０．８

移 輸 入

（控 除）

８０，０１３

（△０．３）

８４，０１１

（５．０）

８５，０２４

（１．２）
０．２ １．８ ０．７

道内総生産

（支出側）

１８７，５７５

（０．８）

１８９，２７７

（０．９）

１９１，１９１

（１．０）
０．９ ０．９ ０．５

在庫増・統計上の不突合を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

統計表２ 実質成長率の増加寄与度
（単位：％）

項 目 ２８年度 ２９年度 ３０年度

民間最終消費支出
政府最終消費支出
総固定資本形成

０．２
０．１
０．８

０．６
０．２
０．３

０．４
０．２
△０．１

住宅投資
設備投資
公共投資

０．０
０．４
０．３

０．０
△０．１
０．３

△０．１
０．３
△０．３

移輸出
移輸入 （控除）

△０．２
０．１

０．６
０．７

０．２
０．３

道内総生産（支出側） ０．９ ０．９ ０．５

在庫増・統計上の不突合を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

平成３０年度北海道経済の見通し
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「ドラッカーの名言から学ぶ～マネジメント入門」も４回目となります。これまでのテーマは

以下のとおりです。

第１回（２０１４年９月）―ドラッカー・マネジメントの総論（マネジメントの体系など）

第２回（２０１６年４月）―ミッションによる組織の方向づけのマネジメントなど

第３回（２０１７年１月）―事業の定義による組織の方向づけのマネジメント

今回は仕事のマネジメントについて書いてみたいと思います。特に第１回目の記事を読み返

し、「マネジメントの体系」を確認してから読んでいただければより一層理解が深まると思いま

す。皆様の実践とマネジメント力向上の一助となれば幸いです。

本論に入る前にドラッカー教授の言葉に学ぶ意味をお伝えしておきたいと思います。ドラッ

カー教授の「名言」は単に理解する対象ではなく、実践して成果を出すためにあります。言葉は

マネジメントの道具です。名言から学ぶとは言葉を身体能力化することにほかなりません。

１．マネジメントの役割

「マネジメントの役割は何か」と問われて即答できる方は多くありません。ドラッカー教授が

挙げた三つの役割はシンプルなものです。

マネジメントには、第一に、それぞれの組織に固有の目的とミッション、社会的な機能を果たす

役割がある。（中略）

第二に、マネジメントには、仕事を生産的なものとし、人に成果をあげさせる役割がある。（中

略）

第三に、マネジメントには、自らの組織が社会に与えるインパクトを処理するとともに、社会の

問題に貢献する役割がある。

『マネジメント〈上〉』（１９７３）p．４３‐４６

第一の役割は、本連載『マネジメント入門』の第１回目の主要テーマです。企業は社会におい

て特定の役割を担っているということです。「何でもできます」という企業は世の中には存在しま

せん。「これがわが社の役割である」と述べなければなりません。詳しくは第１回目の記事をよく

読んで下さい。

経営のアドバイス

ドラッカーの名言から学ぶ
マネジメント入門 その４

ドラッカー学会理事
佐藤等公認会計士事務所

佐藤 等

ｏ．２５８（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０１６～０２１　経営のアドバイス（佐藤）  2017.12.18 17.36.30  Page 16 
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さてドラッカー教授のマネジメントを用いる際に、有用になるのが「マネジメントの体系」で

す。ドラッカー・マネジメントは「事業のマネジメント」「仕事のマネジメント」「人のマネジメン

ト」「セルフマネジメント」に分かれています。

前２回の記事はミッションと事業の定義による方向づけのマネジメントが主なテーマであり、

これらは「事業のマネジメント」に属します。今回は「仕事のマネジメント」を取り上げたいと

思います。

事業内容が変われば仕事が変わります。たとえば、飲食業がインターネット通販という物販業

を営むようになれば新しい種類の仕事が、社内に出現します。その意味で、仕事のマネジメント

と事業のマネジメントは、密接に結びついているといえます。

現在、「生産性革命」「人づくり革命」という方針を掲げて政府が経済パッケージを推進してい

ることもあり、世の中に「生産性」の文字を目にする機会が増えました。ドラッカー教授の言葉

が示すように、「生産性」とは「仕事の生産性」を意味します。この点、生産性をあげる対象は

仕事であって、ヒトではないことに注意が必要です。そもそも非生産的な仕事であれば、どんな

優秀なヒトがその仕事を行ってもあまり成果はあがりません。

２．仕事と労働を区別する

マネジメントの役割としてドラッカー教授が挙げた「マネジメントには、仕事を生産的なもの

とし、人に成果をあげさせる役割がある」という前項の言葉には２つの重要なことが含まれてい

ます。次の言葉で説明しましょう。

仕事と労働（働くこと）は根本的に違う。（中略）仕事の生産性をあげるうえで必要とされてい

るものと、人が生き生きと働くうえで必要とされるものは違う。

『マネジメント［エッセンシャル版］』（１９７３）p．５７

ドラッカー教授は仕事（work）と働くこと（working）は根本的に異なるといいます。この違

いを理解することは重要です。この理解が欠けていることで、現場に混乱が起きていることは稀

ではありません。

先日、こんなことがありました。飲食店を営む経営者から「ミスをしても謝らないスタッフが

いるのだけどもどうしたらいいか」と悩みを打ち明けられました。

「たとえばどんなことですか」と問いました。「温度が低いフライヤーに調理具材を投入して売

物にならないものを作ったり…」という答えが返ってきました。

私の答えは「その人にも問題があるかもしれないけれど、企業側の問題も大きいのではないで

しょうか」というものでした。この場合、企業側の問題とは「仕事のマネジメント」の欠如で
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す。

仕事のマネジメントに取り組まずに、人のマネジメントだけで現場を動かそうとして苦労して

いる組織は少なくありません。

仕事のマネジメントとは、たとえば「〇〇の調理の時は低温（１５０～１６０度）で〇分」と事前に

決めておくことです。このような情報はレシピとして準備されていることもあります。

私に悩みを打ち明けた経営者に聞くと「そのような決めごとはない」といいます。「仕事の基準

がないことが問題で起こることが根本原因ではないか」と私は答えました。「謝らない」のは現象

であって「原因」をその人にだけ求めると解決の糸口を見つけられないことがあります。

当たり前ですが、現場では人が仕事をしています。このため人の問題と仕事の問題が混在して

おり、主としてどちら側の問題かわかりにくくなっています。ここで大切なのは両者を分けて考

える思考です。なぜなら「仕事の生産性をあげるうえで必要とされているものと、人が生き生き

と働くうえで必要とされるものは違う」からです。両者は、上手くいくための原理が異なるので

す。

３．仕事を生産的なものにする

仕事のマネジメントのスタートとして大切なことがあります。それは「仕事は客観的で理論的

なものである」という原理を理解することです。

仕事を生産的なものにするには、仕事が客観的な存在であり、スキルや知識は、仕事側ではな

く労働側の問題であることを認識しておかなければならない。

『マネジメント〈上〉』（１９７３）p．２５１

一つの＜事業＞を営むにはいくつかの＜業務＞が必要です。また一つの＜業務＞はいくつかの

＜仕事＞で成り立っています。さらに＜仕事＞はいくつかの＜作業＞の集まりです。次の図１．

はそのことを示すイメージ図です。
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統合

省略事業

業務1

業務2

業務3
業務4
   ・
   ・

仕事1
仕事2
仕事3
仕事4
   ・
   ・

作業1
作業2
作業3
作業4
   ・
   ・
   ・

仕事1
仕事2
仕事3
   ・
   ・

分析

統合

図１．仕事のマネジメント―仕事の分析・統合

本来仕事は誰がやるか以前に、どのような仕事が必要かを考えなければなりません。事業を営

む以上、顧客にモノやサービスを届けなければならないからです。適材適所ならぬ、適所（仕

事）に適材（ヒト）です。仕事にヒトを配置するという思考の順序が大切です。

たとえば社内にこの人でなければならない仕事はありませんか？これは、ヒトが先行して仕事

を作ってしまった状態です。その人のスキル・知識や経験に依存して仕事が独自に作られてし

まっては、もはや、仕事はそのヒトのものであって組織のものではなくなっているといえます。

４．仕事を設計する

仕事のマネジメントを進める際に２つの大切なポイントがあります。

われわれはまず、仕事に必要な作業と、その順序と、そこに必要とされるものを知らなければ

ならない。

『マネジメント〈上〉』（１９７３）p．２５２
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ドラッカー教授は「仕事を設計する」対象と考えています。仕事は、作業という要素と手順で

出来上がっています。したがって、設計の前に仕事を分析する必要があります。分析は仕事を作

業に分解し、その作業の順序を明らかにします。

仕事のマネジメントに取り組んでいない組織で、ある仕事を作業に分解して下さいと課題を出

すと次のようなことが起こります。机を並べて同じ仕事をしているはずの２人が考えている「作

業」の数が異なるのです。Aさんは７つといいBさんは１２といいます。作業の順序さえ異なるこ

とがあります。

これは珍しい光景ではありません。一つの仕事を行うためにその組織で必要とされる要素（作

業）と手順があると考えることが、「仕事の設計」という原理の根本にあります。誰が行っても

同じようにできると考えるのです。もちろん、その作業を行うのは人間ですから、知識やスキ

ル、経験によって仕事ぶりは異なります。

ここではじめて「フライヤーに具材を投入する前に温度を確認する」という「作業」が必要な

ことを組織で共有できるのです。これまで経験で行ってきたことを「作業」という形で見える化

したことになります。こうした仕事の基準があれば、「何が足りなかったか」を問うことができ

ます。

ドラッカー教授は、「人の仕事ぶりを評価せよ」といいます。人そのものを評価することはで

きません。人には個性があり、強みやワークスタイル、価値観が異る存在だからです。そもそ

も、人は評価の対象ではないということです。

先の事例で「謝らない」ことは、人の評価そのものです。もしかしたら、「どんな作業をどの

ような基準で行わなければならないか」を知らないから起こっているだけかもしれません。

５．仕事とはプロセスである

仕事のマネジメントを進める際の大切なもう一つのポイントは、分析の後に作業を再度統合し

て仕事というプロセスにまとめることです。

われわれは作業を集めて、生産のプロセスとして編成しなければならない。

『マネジメント〈上〉』（１９７３）p．２５３

人のマネジメントの前に、その土台として仕事のプロセスを構築することが不可欠です。土台

なしに人のマネジメントだけで乗り切ることはできません。

また「仕事の生産性」をあげるには「仕事レベル」ではなく「作業レベル」の改善に取り組ま

なければなりません。さらにいうと、効果的な仕事の改善は作業レベルで行うしかありません。

たとえば、前のケースでは「フライヤーに温度計をつけて確認する」という作業改善をすること

かもしれません。このような作業レベルの改善を重ねて、一つのプロセスとして仕事の生産性が
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向上するのです。

今回はマネジメントの体系の４つの柱の一つである「仕事のマネジメント」の基本的な考え方

を記してきました。現在の日本は、業種を問わず人材不足の時代を迎えています。これを乗り切

るための第一歩は、仕事自体の生産性をあげることです。

そのためには「仕事のマネジメント」は必須の能力です。実行するためには少し時間がかかり

ますが、行うことは実にシンプルです。コツさえつかめば現場レベルでできるようになります。

いやむしろ現場レベルでしか真の仕事のマネジメントはできないというべきです。

「仕事のマネジメント」は取り組めば取り組むほど成果が現れるものです。まずは毎日行う仕

事、多くの人が関わる仕事、大量に発生する仕事から順次取り組んでいきましょう。皆様の仕事

が実り多きことを念じながら筆をおきます。

＜執筆者紹介＞
１９６１年函館市生まれ。ドラッカー学会理事。小樽商科大学大学院商学研究科修士課程修了。佐藤等公
認会計士事務所所長。株式会社ヒューマン・キャピタル・マネジメント取締役副社長。

新たな「知」、新たな「出会い」が新しい価値を創造する、をテーマにした会員制組織であるナレッ
ジプラザのアドバイザーで佐藤等公認会計士事務所所長。会計士として２０年以上経営をする傍ら、ピー
ター・F・ドラッカーを研究し「実践するドラッカー」シリーズの編著を手がけたドラッカー研究の第
一人者。ドラッカー学会理事も務める。自らドラッカーのマネジメント手法を実践できるノウハウとし
て体系化し、解りやすく指導し多数の経営者を開眼させている。創業期のベンチャーから、公開企業に
至るまで様々なステージの企業と、財務の視点に関わらず広い視点から「共に考え行動（※）」してい
る。（※事務所の経営理念で謳われている言葉 http : //www.satou-cpa.jp/）

●著作

『実践するドラッカー［思考編］』（ダイヤモンド社）
『実践するドラッカー［行動編］』（ダイヤモンド社）
『実践するドラッカー［チーム編］』（ダイヤモンド社）
『実践するドラッカー［事業編］』（ダイヤモンド社）
『実践するドラッカー［利益とは何か］』（ダイヤモンド社）
『ドラッカーを読んだら会社が変わった！』（日経BP社）
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【生産年齢人口（１５歳以上６４歳未満）の推移】 【有効求人倍率の推移（滝川職業安定所管轄）】

※「国勢調査」（総務省）より加工 ※北海道労働局資料より加工

１．中空知雇用プロジェクトの概要

北洋銀行と北門信用金庫、滝川人材定着推進協議会は、地域企業の採用力向上を支援するた

め、中空知定住自立圏構想推進会議、株式会社 日本人材機構、株式会社 北海道アルバイト情

報社と協力し、『中空知雇用プロジェクト』を立ち上げました。本プロジェクトは、人材専門機

関と地方公共団体・金融機関が連携し、地域の「人手不足」問題に取り組む全国的にも珍しい取

り組みとなります。

北洋銀行・北門信用金庫は、滝川市とILO産業分析（注）を活用した地域産業分析を推進して

きた経緯にあり、特に中空知地域の産業支援においては広域による取り組みの重要性を提言して

おります。また、近年大きな問題となっている「人手不足」は、生産年齢人口の減少に伴う構造

的な「人手不足」であり、地域全体が一体となって早期にこの問題に取組んでいく必要がありま

す。

本プロジェクトは、株式会社日本人材機構、株式会社北海道アルバイト情報社のノウハウを活

用して、地域企業の採用力向上、地元就職の強化、人材マッチングの推進を目指していくもの

で、平成２９年１０月１１日�には、本プロジェクトのキックオフとして、滝川市にて、北洋銀行・北
門信用金庫・滝川人材定着推進協議会主催による『地方創生セミナー in 中空知～人口減少社会

と企業の雇用～』を開催しています。
（注）ILO産業分析：産業をInbound（インバウンド・他地域から需要を呼び込む）、Local（ローカル・地産地
消）、Outbound（アウトバウンド・他地域市場を狙う）に分け、地域の産業別の特徴や成長産業を明確化する
分析手法。

２．『地方創生セミナー in 中空知～人口減少社会と企業の雇用～』の開催概要

『地方創生セミナー in 中空知～人口減少社会と企業の雇用～』では、中空知管内の企業や地

方公共団体など、およそ１７０名の皆さまがご来場されました。

地方創生

『中空知雇用プロジェクト』の推進について
株式会社 北洋銀行 公務金融部

北門信用金庫
滝川人材定着推進協議会
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北洋銀行 柴田副頭取 北門信用金庫 小嶋理事長 滝川市 前田市長

ルートエフ㈱ 大庫社長とセミナー参加者による中
空知の成長戦略についてのディスカッション

＜主催者挨拶＞

セミナーでは、主催者とともにILO産業分析を手懸けたルートエフ株式会社 代表取締役社長

大庫 直樹氏、および雇用について高い見識を持たれている株式会社 日本人材機構 代表取締

役社長 小城 武彦氏に講師としてご登壇いただきました。

大庫氏は、「ILO産業分析で見る中空知の成長戦略」と題し、中空知地区の人口推移や消費構

造、高校生の進路や産業の特性について説明されました。教育機能の集中する滝川市に対し、卒

業生を受入できる企業が近隣市町に立地していることに触れ、「中空知地区は、広域での整合的

な経済成長戦略が重要な役割を担う」と述べられました。

また小城氏は、『人口減少社会において「いま」何をすべきか』と題し、人手不足が構造的問

題であること、解決に取組むためには、生産性向上による賃金水準の改善、労働投入量の削減が

必要と述べられました。さらに生産性向上は経営マターの問題であり、社内に存在しない知見・

経験も必要。経営幹部人材の外部招聘もひとつの手段であると提言されました。

３．おわりに

地方創生による道内経済の活性化を図る上で、様々な問題にも直面していますが、最大の問題

は少子高齢化・人口減少、とりわけ生産年齢人口の減少です。北海道の生産年齢人口のピークは

平成７年の３９４万人ですが、足元では３１９万人と▲７５万人も減少しています。景気回復も相まっ

て、企業の人手不足問題は顕在化・深刻化しており、この構造的人手不足問題に対し、地域と一

体となって、労働市場の環境整備や生産性向上に取組んでいく必要があると考えております。

最後になりますが、今回開催しましたセミナーにご参加いただいた皆さま、また企画・実施に

ご協力いただいた講師、関係機関の皆さまに、この場を借りまして御礼を申し上げます。（了）

㈱日本人材機構 小城社長より、人口減少社会におけ
る人材不足問題への対応や生産性向上について講演
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１．「ほっくー基金自然環境フォーラム」の概要
北洋銀行は、平成２９年１１月９日�に北洋大通センター４階セミナーホールにて創立１００周年事

業の一環として「ほっくー基金自然環境フォーラム」を開催しました。
北洋銀行は、平成２２年に北海道の生物多様性保全を目的とした「ほっくー基金」を設立し、希

少動植物保護に取り組む人々や団体を応援しています。
今回、創立１００周年を記念して、寄付先団体からの活動報告と猛禽類医学研究所の齊藤慶輔獣

医師による基調講演を実施しました。

２．「ほっくー基金」と「ほっくー定期」について
「ほっくー基金」は、平成２２
年に設立以降、延べ４２先４，５８０
万円を助成しています。基金の
助成、支援方法については、官
民連携である「ほっくー基金選
定協議会」（北海道・北海道環境
財団・日本動物園水族館協会・
北洋銀行）を設置し、妥当性・
公平性・透明性の確保に努めて
います。
「ほっくー基金」の主な原資として、「ほっくー定期預金」を全店でお取り扱いしています。
お客さまにお預け入れいただいた「ほっくー定期預金」残高の０．０１％相当額と満期案内不発行に
よる郵送料相当額を、当行が「ほっくー基金」に拠出します。これにより、お客さまは間接的に
「ほっくー基金」へ参加し、北海道の生物多様性保全に貢献していただくことができます。

３．フォーラムの内容
（１）寄付先団体からの報告
大沼ラムサール協議会さまからは、道南の景勝地の大沼がある七飯町の紹介から始まり、地元
の産業と環境との両立の難しさと、それを解決するために、地元の人たちだけではなく、しがら
みのない海外のボランティアの方々や移住者、大学関係者、大沼の子どもたち等、様々な「救世
主」の人たちと一緒に取り組む各種施策をご紹介いただきました。
釧路市動物園さまからは、釧路市動物園のご紹介と、そこで取り組む１５羽のシマフクロウの飼
育・展示・繁殖について、最初は雌雄の判別すら難しかった状況から手探り状態でスタートした
ものが、飼育が軌道に乗り、繁殖に成功するまでの道のり、そして現在の課題として飼育園を増
やすこと、飼育施設の整備、飼育施設内環境設備の整備であることをご説明いただきました。
札幌ワイルドサーモンプロジェクトさまからは、札幌の豊平川では現在１，０００～２，０００尾のサケ

が札幌都市部で自然産卵していること、豊平川生まれのサケを増やすために放流する稚魚を調整
したり、放流するサケへの標識付け、自然産卵出来る環境整備の各種取り組み、市民にサケを

CSR REPORT

北洋銀行創立１００周年記念
「ほっくー基金自然環境フォーラム」開催報告

株式会社 北洋銀行 経営企画部 CSR推進室
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― ２５ ― ほくよう調査レポート ２０１８年１月号

【ほっくー基金自然環境フォーラムの様子】 【齊藤慶輔獣医師による基調講演の様子】

知ってもらうための啓発事業等をご紹介いただきました。
ユウパリコザクラの会さまからは、夕張岳でのスキー場を中心としたリゾート開発構想に対し
自然保護のため夕張岳と高山植物を天然記念物に指定する運動を開始、その後高山植物の盗掘を
防ぐ活動、広く活動をPRするための「研修会」「交流事業」の実施、そして、夕張岳ヒュッテの
建て替えに至る経緯についてご説明いただきました。

（２）猛禽類医学研究所 齊藤慶輔獣医師による基調講演内容
食物連鎖の頂点である猛禽類に焦点を当てることで、生態系全体を守ることが出来ます。最近
では、人間の作り出した環境に野生生物が入り込んできており、そのことが彼らにとっては餌場
の確保等の良いことと、怪我や病気の原因となる悪いことの両面があります。
猛禽類医学研究所では、猛禽類の怪我や病気の治療・原因究明といった活動をしています。そ
の結果、野生復帰出来る鳥たちもいれば、残念ながら施設内で保護し続けている鳥たちもいま
す。しかし、この鳥たちも、他の傷ついた鳥への輸血用血液の提供や人々の理解促進を図ると
いった「生きる意義」があります。
また、鳥たちの事故・病気の原因には人間活動に起因するものも多く、それを改善する「環境
治療」が重要です。北海道電力さまにもご協力をいただき、鉄柱に感電防止用のバードチェッ
カーを設置していますが、北海道電力さまにとっては「停電防止」に役立つものであり、結果と
して猛禽類の保護にも役立っています。
最近、風力発電が増えています。これには、様々な利点もある一方で、オジロワシ・オオワシ
との衝突事故も起きています。風力発電所が数多く立地する地域がワシのサハリンから北海道へ
の渡りのコースにあることもその要因です。今のところそれを防ぐ抜本策はありません。今後野
生動物と共生する社会を作るためには、まずはこのような課題を発信することが重要です。
我々は、人間社会では「お隣さん」への配慮を行って生活しています。それを野生生物に対し
ても頭に描いて行動することが重要です。そのためには野生動物のことを意識することから始
め、身近な「環境治療」に一人ひとりが取り組んでいただきたい。

４．「ほっくー基金」新助成制度について
北洋銀行創立１００周年および北海道命名１５０年を機に「ほっくー基金」を新たな助成制度として

スタートさせます。２０１８年、北海道は命名１５０年。豊かな自然環境を次の世代につないでいくこ
とも北海道１５０年事業のテーマのひとつです。
多くの活動団体の皆さまからのご応募をお待ちしております。
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経済コラム 北斗星

拓銀破綻２０年に関する各紙「特集記事」
１９９７年（平成９年）１１月１７日に、北海道拓殖銀行（以下「拓銀」）が経営破綻して２０年が

経過した。本年１１月１７日に前後して主要紙は競って「拓銀破綻２０年」の特集記事を掲載し

た。振り返ると１０年前も破綻１０年目ということで、同様な特集記事が各紙の紙面を飾ったも

のである。

さて、今回の一連の特集記事では、北海道新聞と読売新聞が、これまで沈黙を守っていた

拓銀最後の頭取である河谷禎昌氏のインタビュー記事を掲載したのと、北海道新聞が、元拓

銀幹部から入手したという３千枚の内部文書をもとにしたドキュメント記事が注目された。

河谷元頭取のインタビューでは、当時直面していた経営危機に対する経営トップとしての認

識の甘さが垣間見られた。さらに、２０年という歳月が経過したとはいえ、当時の拓銀幹部が

大量の文書を私的に保有し、それをマスコミに引き渡すという節操の無さにいささか戸惑い

を覚えた。傷跡はなかなか完全には癒えないものと思われる。

各紙が２０年の特集記事を企画した意図は、１１月２５日付北海道新聞の三浦辰治経済部長の論

説「失敗 繰り返さぬために」に尽きるのではないか。過去の出来事から学ぶということ

は、しばしば「歴史の教訓」として語り継がれる。拓銀破綻から得られる教訓の最たるもの

は、達観すれば「信用リスク」の管理と「風評リスク」の防止にあるのではないか。実は、

拓銀破綻の１０年後、私自身が身をもってそのことを体験することとなる。

２００８年（平成２０年）９月１５日のいわゆるリーマンショックにおいて、北洋銀行は、急激な

債券・株式等の価格変動に適切な対処が出来ず、保有有価証券に大きな評価損を抱える羽目

になった。有価証券の評価損の償却によって生ずる自己資本の毀損については、幸いにも機

関投資家等に対する劣後債の発行や公的資金の導入によって、業務遂行に必要なレベルまで

補填することが出来たが、当時、私共が最も気を配ったのは、その間にお取引先や預金者の

皆さんに北洋銀行の経営に対する不安感が広がらないようにすることであった。そのために

「経営の現況」について、丹念に投資家やお取引先に説明した。拓銀の経営破綻に際して

は、最終局面において多額の預金が引き出され、その結果、拓銀の資金決済が不能になった

ことが命取りとなった。それと同じことを決して繰り返してはならないということを、当時

私自身、絶えず自分に言い聞かせていた。今から思うと、拓銀破綻の教訓が当時の危機管理

に大いに役立ったと言えるのではないか。

個別企業のリスク管理については、拓銀破綻後２０年を経て、管理の手法や、リスク管理体

制が随分高度化し、日常のリスク管理も極めて厳格なものとなってきている。もっとも、景

気や市場価格の急激な変動に対し、リスク管理の最終的な巧拙を決めるものは、経営を担う

「人の力」である。実際に市場価格の急激な変動が生じると、その場、その場で適切な対応

をとることはなかなか容易な業ではない。来日した仏中央銀行ビルロワドガロー総裁が、金

融政策の正常化に関し「太陽が出ている間に屋根は修理しなければならない」と発言された

と報道されているが、この言葉は、リスク管理への備えにもそのまま当てはまる。

（平成２９年１２月１０日 北洋銀行会長 横内 龍三）
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マーケット情報

― ２７ ― ほくよう調査レポート ２０１８年１月号

【全体概要】
・１０月の販売額は、６，９１２万円（前年同月比▲５．７％）、来店客１７９，８３０人（同▲７．６％）、客単価
１，４５１円（同▲４．３％）
・１０月は長期の連続降雨や低温、週末の台風直撃などの悪天候により、集客、売上ともに大きく
落ち込んだ。
・水産加工品は、原料高騰の値上げが顕著な鮭の影響により、筋子の展開を休止せざるを得ない
状況となった。（同▲０．８％）
・菓子は、秋の感謝祭がスタートし、北海道限定MDを展開。ポテトチップス山わさび味を展開
するなど、常に新しいものを発信し続けることを今後も継続して実施。（同▲０．５％）
・部門別では、前記部門のほか乳製品（同▲９．３％）、畜産加工品（同▲１２．０％）、農産品（同▲
１８．０％）、などの部門で前年を下回った。

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 石狩 鮭キムチ１５０g ８００ ７３８ ５９０，４００
２ 石狩 鮭ルイベ漬１６０g １，０００ ４８３ ４８３，０００
３ 石狩 たらこ２５０gセール １，０００ ４４１ ４４０，３００
４ 釧路 道東産 さんま丼 ２７０ １，６３５ ３９４，３７０
５ 渡島 いか森っ子めし２P ６０３ ５８１ ３５０，３４３

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 空知 特上ラム４００g ９８２ ４３５ ４２３，９７８
２ 十勝 ちほく高原ベーコン １，０００ ２８１ ２３８，６００
３ 石狩 じゃが豚 ９４８ １８６ １７６，３２８
４ 空知 マトンロース セール ８５９ １６６ １４２，５９４
５ 石狩 昔ながらのラムジンギスカン ６９３ １９０ １３１，６７０

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 上川 南富良野バタじゃが５ ６２０ ２３６ １４２，３００
２ 石狩 ハスカップの実 冷凍 ２，０００ ５８ １１６，０００
３ 石狩 わさびの達人 ７１４ １４７ １０４，９５８
４ 石狩 全粒きな粉 １２０ ８３０ ９９，６００
５ オホーツク 新海クローバー ４，６２０ １８ ８３，１６０

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 胆振 カチョカバロピッコロ ６３０ ２８２ １７７，６６０
２ 渡島 トラピストバター １，１４２ １４９ １７０，１５８
３ 石狩 ソフトカツゲン １８０ ６８６ １２１，１４０
４ 空知 もっちもチーズ ３４０ ３１１ １０５，７４０
５ 石狩 町村純良バター １，２５０ ７７ ９６，２５０

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 石狩 ポテトチップチョコレートオリジナル ７２０ １，８７０ １，３４６，４００
２ 十勝 三方六 プレーン ５８３ １，０８３ ６３１，１０６
３ 石狩 ポテトチップチョコレートマイルドビター ７２０ ７８９ ５６８，０８０
４ 石狩 ぽてコタン６袋 ６００ ８６０ ５１６，０００
５ 石狩 ハスカップジュエリー ６６７ ６４３ ４２２，７３９

＜有楽町店＞ 東京都千代田区有楽町２丁目１０－１ 東京交通会館１階
＜資料出典＞ 北海道どさんこプラザ ホームページ

http : //www.dosanko-plaza.jp/support/index.html
＜問い合わせ先＞ 北海道経済部食関連産業室マーケティンググループ TEL：０１１‐２０４‐５７６６

北海道どさんこプラザマーケット情報 有楽町店 【平成２９年１０月分】

（１）水産加工品 【１，４０９万円】

（２）畜産加工品 【２９７万円】

（３）農産品 【１７１万円】

（４）乳製品 【３６０万円】

（５）菓子類 【１，９８７万円】
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２５年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．０ △３．７ ９８．９ △１．２
２６年度 ９７．３ △３．９ ９８．４ △０．５ ９６．１ △５．３ ９７．５ △１．２ １０４．０ ５．１ １０４．９ ６．１
２７年度 r ９４．９ △２．５ r ９７．５ ０．９ r ９５．６ △０．５ r ９６．４ △１．１ r１００．７ △３．２ r１０６．１ １．１
２８年度 ９５．０ ０．１ ９８．６ １．１ p９４．２ △１．５ ９７．２ ０．８ ９８．０ △２．７ r１０１．９ △４．０

２８年７～９月 r ９５．０ １．４ ９８．０ １．６ r ９４．６ ２．０ ９６．３ １．０ r ９８．６ △４．２ r１０９．９ △２．２
１０～１２月 r ９５．４ ０．４ ９９．８ １．８ r ９４．８ ０．２ ９８．６ ２．４ r ９６．７ △１．９ r１０７．３ △２．４

２９年１～３月 r ９６．０ ０．６ １００．０ ０．２ r ９４．３ △０．５ ９８．５ △０．１ r１００．３ ３．７ r１０９．７ ２．２
４～６月 ９７．７ １．８ １０２．１ ２．１ ９８．６ ４．６ １００．０ １．５ r１００．７ ０．４ r１０９．１ △０．５
７～９月 r ９５．８ △１．９ １０２．５ ０．４ r ９６．５ △２．１ r１００．４ ０．４ r ９７．３ △３．４ r１０７．３ △１．６

２８年 １０月 r ９４．４ △０．９ r ９８．９ ０．３ r ９３．９ △２．１ r ９７．９ １．１ r ９７．２ △１．４ r１０８．５ △１．３
１１月 r ９６．０ １．７ ９９．９ １．０ r ９５．２ １．４ r ９８．９ １．０ r ９５．８ △１．４ r１０６．６ △１．８
１２月 r ９５．８ △０．２ １００．６ ０．７ r ９５．２ ０．０ ９８．９ ０．０ r ９６．７ ０．９ r１０７．３ ０．７

２９年 １月 r ９４．６ △１．３ r ９８．５ △２．１ r ９２．９ △２．４ r ９７．８ △１．１ r ９９．６ ３．０ １０７．４ ０．１
２月 r ９６．８ ２．３ r１０１．７ ３．２ r ９５．３ ２．６ r ９９．２ １．４ r１００．４ ０．８ r１０８．１ ０．７
３月 ９６．５ △０．３ r ９９．８ △１．９ ９４．７ △０．６ r ９８．４ △０．８ １００．３ △０．１ r１０９．７ １．５
４月 r ９８．５ ２．１ r１０３．８ ４．０ r ９８．７ ４．２ r１０１．１ ２．７ １０１．７ １．４ r１１１．３ １．５
５月 r ９８．１ △０．４ １００．１ △３．６ ９８．９ ０．２ ９８．２ △２．９ １００．５ △１．２ １１１．３ ０．０
６月 ９６．６ △１．５ １０２．３ ２．２ ９８．２ △０．７ １００．７ ２．５ １００．７ ０．２ １０９．１ △２．０
７月 r ９５．５ △１．１ １０１．５ △０．８ ９６．５ △１．７ １００．０ △０．７ r ９９．２ △１．５ １０７．９ △１．１
８月 ９７．５ ２．１ １０３．５ ２．０ r ９６．０ △０．５ １０１．８ １．８ ９９．４ ０．２ １０７．３ △０．６
９月 r ９４．５ △３．１ １０２．５ △１．０ r ９７．１ １．１ ９９．３ △２．５ r ９７．３ △２．１ １０７．３ ０．０
１０月 p９７．５ ３．２ １０３．０ ０．５ p９８．８ １．８ ９８．９ △０．４ p９６．９ △０．４ １１０．７ ３．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２５年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３９ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９３０ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８
２６年度 ９６７，５６３△１．０ １９９，９５２△０．９ ２０９，５４７ △４．１ ６７，０２１ △２．８ ７５８，０１６ △０．１ １３２，９３１ ０．０
２７年度 ９６１，５５４ ３．３ r １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ r １３１，４７７ ３．３
２８年度 r ９５３，９０７△０．８ r １９５，２６３△１．１ r ２０２，８５０ △３．５ r ６５，６１０ △３．４ r ７５１，０５８ １．６ r １２９，６５３ ０．０

２８年７～９月 ２３３，７５９ １．４ r ４７，４６９△１．６ ５０，４８５ １．９ １５，３７８ △３．７ １８３，２７４ １．２ r ３２，０９１ △０．５
１０～１２月 ２５７，５３８ ０．０ r ５３，１２５△０．７ ５５，１０３ △７．６ １８，６６７ △３．４ ２０２，４３５ ２．２ r ３４，４５９ ０．８

２９年１～３月 r ２３４，３０５△０．２ r ４７，５４８△１．５ r ５０，９７２ △３．９ r １６，２４６ △２．２ r １８３，３３４ ０．９ r ３１，３０２ △１．１
４～６月 r ２２９，５３９ ０．５ r ４７，１５８ ０．１ r ４４，９８８ △２．８ １５，２５８ △０．４ １８４，５５１ １．４ r ３１，９００ ０．３
７～９月 ２３３，９４７ ０．１ ４７，８０２ ０．７ ４７，８０６ △５．３ １５，３４６ △０．２ １８６，１４１ １．６ ３２，４５６ １．１

２８年 １０月 ７８，０７４ １．６ r １５，９７０△０．６ １６，１１３ △７．２ ５，２４５ △４．６ ６１，９６２ ４．１ r １０，７２５ １．４
１１月 ７８，４２９ ０．４ １６，４７９△０．１ １６，４７９ △７．４ ５，７９６ △３．３ ６１，９４９ ２．６ １０，６８３ １．８
１２月 １０１，０３５△１．５ ２０，６７６△１．２ ２２，５１１ △７．９ ７，６２５ △２．６ ７８，５２４ ０．５ １３，０５１ △０．４

２９年 １月 ８１，３６１ ０．８ １６，７４３△１．０ １８，０８２ △２．４ ５，７４０ △２．２ ６３，２７９ １．７ １１，００３ △０．４
２月 ７２，５１１△０．５ １４，４９３△２．６ １５，２１９ △３．７ ４，７７４ △２．８ ５７，２９２ ０．３ ９，７１９ △２．６
３月 r ８０，４３３△０．７ r １６，３１２△０．９ r １７，６７１ △５．５ ５，７３２ △１．７ r ６２，７６３ ０．７ １０，５８０ △０．５
４月 r ７６，４７７ １．３ r １５，５８３ ０．８ r １４，７２９ △２．３ r ４，９９５ △０．４ r ６１，７４８ ２．２ r １０，５８８ １．３
５月 ７７，０９３△０．１ １５，８８１△０．６ １５，００５ △３．８ ５，０６９ △１．１ ６２，０８８ ０．９ １０，８１１ △０．４
６月 ７５，９７０ ０．４ r １５，６９４ ０．１ １５，２５５ △２．２ ５，１９４ ０．２ ６０，７１４ １．２ １０，５００ ０．０
７月 ８１，５５９ ０．４ １７，１７９△０．２ １７，３９６ △５．５ ６，０１０ △２．５ ６４，１６２ ２．２ １１，１６９ １．１
８月 r ７８，９７４ ０．９ １５，６５５ ０．７ １５，１１５ △１．１ ４，５５２ ０．５ r ６３，８６０ １．４ １１，１０３ ０．８
９月 ７３，４１４△１．２ １４，９６８ １．８ １５，２９５ △８．９ ４，７８４ ２．１ ５８，１１９ １．１ １０，１８４ １．６
１０月 ７８，００３△０．１ １５，８８９△０．５ １６，５２８ ２．６ ５，１６４ △１．５ ６１，４７５ △０．８ １０，７２５ △０．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２８ ―ほくよう調査レポート ２０１８年１月号
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年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２５年度 － － － － － － － － － － － －
２６年度 １３０，０３９ － ４１，７８１ － ２１０，７３８ － ４９，４２３ － １２８，５２２ － ３２，５１７ －
２７年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ r ５４，７７６ ９．２ １３１，５８９ ２．４ r ３３，１５９ ２．０
２８年度 r １３６，９７８ ０．１ r ４１，９８４△０．７ r ２４２，７１４ ５．６ r ５７，６６５ ５．３ １２９，４９２ △１．６ r ３３，０４０ △０．４

２８年７～９月 ３４，０３１△０．１ １０，７０４△３．１ ６２，１１１ ５．２ r １４，５１１ ５．７ ３２，５４０ △０．５ r ８，１８５ △１．１
１０～１２月 ３６，０５１△２．５ １０，８８４△０．９ ６０，８５６ ４．１ r １４，７６３ ５．６ ３５，５２４ △３．５ r ８，７９３ △０．５

２９年１～３月 ３６，７２０ ０．６ １０，６９８ １．５ r ６１，１３５ ４．３ r １４，０９４ ３．０ ２４，７４５ △２．３ ７，２４５ △０．７
４～６月 ３１，０２５ ２．８ ９，８０９ １．１ r ６１，７５８ ５．４ r １５，１００ ５．６ ３６，７１９ ０．１ ８，７８５ △０．４
７～９月 ３５，９５９ ５．７ １１，３２０ ５．８ ６５，７０７ ５．８ １５，４５２ ６．５ ３３，０６７ １．６ ８，１９２ ０．１

２８年 １０月 １０，９０６ ３．９ ３，１２４ ２．４ ２０，０７８ ４．８ r ４，７９２ ５．３ １１，１９３ △１．７ r ２，７３８ △０．４
１１月 １０，８０７△４．０ ３，２５２△３．１ １９，９７７ ４．１ r ４，６８９ ５．８ １１，１１８ △３．６ r ２，７３７ ０．８
１２月 １４，３３８△５．８ ４，５０７△１．５ ２０，８０１ ３．３ r ５，２８２ ５．７ １３，２１３ △４．８ r ３，３１８ △１．７

２９年 １月 １２，８６９△１．７ ３，７１６△０．６ ２１，７８４ ６．５ ４，７０４ ５．４ ８，５０４ △１．５ ２，４３３ ０．０
２月 ９，７８１△１．２ ２，９６０△１．０ ２０，６０１ ５．０ ４，５３７ １．３ ７，１００ △１．８ ２，１８９ △２．０
３月 １４，０７０ ４．１ ４，０２２ ５．４ r １８，７５０ １．２ r ４，８５３ ２．３ ９，１４１ △３．５ ２，６２３ △０．３
４月 r １０，９２０ ５．７ r ３，３１６ ５．７ r ２０，２９４ ５．６ r ４，９３３ ５．５ r １１，８０９ １．１ r ２，９６２ ０．４
５月 ９，９５２ ０．８ ３，２３６ ０．４ ２０，２００ ６．２ ５，１０４ ５．８ １３，６２５ △２．８ ３，１２５ △０．７
６月 r １０，１５３ １．８ ３，２５７△２．４ r ２１，２６４ ４．４ r ５，０６４ ５．６ １１，２８５ ２．７ ２，６９８ △０．８
７月 １４，１９０ ２２．５ ４，５９５ ９．４ ２２，２２８ ７．３ ５，３５５ ６．１ １２，０２９ ４．５ ２，９１０ △０．９
８月 １１，０５５△４．２ ３，５６７ ５．４ ２２，３２６ ４．５ ５，１７４ ５．７ １１，２５０ １．４ ２，７７５ △０．２
９月 １０，７１４△１．９ ３，１５８ １．２ ２１，１５３ ５．６ ４，９２３ ７．７ ９，７８８ △１．４ ２，５０７ １．６
１０月 １０，６４６△２．４ ３，１０５△０．６ ２１，０８６ ５．０ ５，０２４ ４．８ １０，９７９ △１．９ ２，５９９ △５．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は平成２６年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２５年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ ２５９，００５ △６．３ ２９３，４４８ ２．０ １２，２６８ ４．７ ６８２ ４１．３
２６年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４４６ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３
２７年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．６
２８年度 ５６０，９９７ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．２

２８年７～９月 １４８，９２２ １．４ ３０，２６３ ３．７ ２４３，１０２ △２．３ ２７３，８４１ △２．９ ４，１１１ ５．５ ３６２ １１．５
１０～１２月 １４１，７２３ ２．８ ２９，３００ ３．９ ２８６，５７０ ５．９ ２９０，４３２ △０．３ ３，１８７ ２．６ ３５９ １６．７

２９年１～３月 １２９，６７０ ２．２ ２７，４００ ２．５ ２６４，７４２ ５．９ ２７９，２７８ △１．６ ２，９８８ ３．８ ４１９ １１．５
４～６月 １３８，４２９ ２．７ r ２９，２０９ ３．２ ２５１，６１６ １．８ ２８２，５９６ ０．７ ３，２８８ ２．７ ３２３ ２６．８
７～９月 １５１，２３３ １．６ ３１，０５７ ２．４ ２５３，７１２ ４．４ ２７６，１０６ ０．８ ４，１２８ ０．４ ４５９ ２６．９

２８年 １０月 ４８，２４８ ３．９ ９，８９３ ４．３ ２６６，５９８ ４．０ ２８１，９６１ △０．２ １，２１４ ５．２ １１５ １９．６
１１月 ４４，３５５ １．１ ９，３３２ ３．８ ２８０，６０４ ６．９ ２７０，８４８ △０．９ ９９９ ４．１ ９３ ２０．６
１２月 ４９，１２０ ３．３ １０，０７５ ３．７ ３１２，５０８ ６．７ ３１８，４８８ ０．１ ９７４ △２．０ １５２ １２．４

２９年 １月 ４３，７４５ ２．８ ９，１６０ ３．３ ２７８，４４０ １０．８ ２７９，２４９ △０．６ ９６１ ５．１ １６３ １７．２
２月 ４０，６６９ １．０ ８，５４２ ０．８ ２５１，８２２ ６．６ ２６０，６４４ △３．４ ９４４ １．１ １４８ ４．８
３月 ４５，２５６ ２．７ ９，６９８ ３．２ ２６３，９６４ ０．５ ２９７，９４２ △１．０ １，０８４ ５．０ r １０８ １３．０
４月 r ４４，２５３ ２．６ r ９，５１４ ３．３ ２６２，７２３ ２．６ ２９５，９２９ △０．９ ９４３ ０．８ r ９７ ２９．３
５月 ４７，３９３ ２．４ ９，９６５ ３．６ ２３２，２９２ △４．８ ２８３，０５６ ０．４ １，１５３ ５．０ r １１０ ３１．１
６月 ４６，７８３ ３．１ ９，７３１ ２．９ ２５９，８３４ ７．６ ２６８，８０２ ２．８ １，１９２ ２．１ r １１６ ２１．０
７月 ５２，８２０ ４．７ １０，７６３ ３．１ ２４２，７６２ ０．１ ２７９，１９７ ０．４ １，３０６ ０．２ r １７８ ２４．１
８月 ５０，９８０△０．８ １０，５１３ １．９ ２７５，５２０ １３．９ ２８０，３２０ １．４ １，５２１ ３．０ r １６２ ３２．８
９月 ４７，４３３ ０．８ ９，７８１ ２．１ ２４２，８５５ △０．８ ２６８，８０２ ０．６ １，３０２ △２．３ r １２０ ２３．７
１０月 ４８，１９０△０．１ ９，９８２ ０．６ ３０１，７８６ １３．２ ２８２，８７２ ０．３ １，２１７ ０．２ p １３７ １９．８

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ２９ ― ほくよう調査レポート ２０１８年１月号
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年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２５年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８７３ １０．６ １，９１０ １６．０ ４７，８５９ ７．４ ９７，０３０ １１．５
２６年度 ３２，２２５ △７．８ ８，８０５ △１０．８ １，７６９ △７．４ ４５，０１３ △５．９ ９７，８０５ ０．８
２７年度 ３４，３２９ ６．５ ９，２０５ ４．６ １，７６２ △０．４ ４４，０９８ △２．０ １０１，８３８ ４．１
２８年度 ３７，５１５ ９．３ ９，７４１ ５．８ １，８０９ ２．７ ４５，２９９ ２．７ １０２，３１５ ０．５

２８年７～９月 １０，７０７ ４．６ ２，５３１ ７．１ ５８６ △５．８ １１，８１１ ４．１ ２６，１３０ ６．５
１０～１２月 １０，１２６ ９．７ ２，５０７ ７．９ ３９９ １４．７ １０，８０３ ２．７ ２３，７２５ ３．６

２９年１～３月 ５，９７６ １０．４ ２，２３３ ３．２ ２４４ △１５．６ １０，７０８ ４．９ ２８，５４６ △１．０
４～６月 １１，２０２ ４．６ ２，５００ １．２ ６５６ １３．１ １２，３９３ ３．５ ２３，６７３ △１．０
７～９月 １０，５５３ △１．４ ２，４６９ △２．４ ６７９ １５．８ １２，２３８ ３．６ ２５，４７７ △２．５

２８年 １０月 ３，９９５ ２０．６ ８７２ １３．７ ２１０ ２４．６ ３，５１７ △５．６ ７，２６２ △５．６
１１月 ３，４９７ １０．８ ８５１ ６．７ ９７ △２．２ ３，８０２ １４．２ ７，３７８ １０．４
１２月 ２，６３４ △４．５ ７８４ ３．９ ９１ １４．８ ３，４８４ ０．６ ９，０８５ ６．７

２９年 １月 １，５３６ ２９．５ ７６５ １２．８ １０１ ７９．６ ３，６８３ ２０．４ ６，６９８ △８．２
２月 １，８２７ １５．８ ７０９ △２．６ ３７ △４０．２ ３，９０１ ９．７ ７，７７１ ５．６
３月 ２，６１３ △１．４ ７５９ ０．２ １０６ △３７．９ ３，１２３ △１３．０ １４，０７７ △０．７
４月 ４，３４１ ２１．７ ８４０ １．９ １７３ ２６．６ ３，９７５ ２１．２ ７，９２９ ２．７
５月 ３，４４９ △６．４ ７８５ △０．３ ２２９ ２８．０ ４，０３７ △１０．０ ６，７９７ ０．６
６月 ３，４１２ △１．３ ８７５ １．７ ２５５ △４．０ ４，３８１ ４．０ ８，９４７ △５．２
７月 ３，５９５ ７．５ ８３２ △２．３ ２２０ ２５．０ ３，８１７ １４．１ ７，２１７ △７．５
８月 ３，３０５ △１５．９ ８０６ △２．０ ２１９ １０．４ ４，１５０ △６．９ ７，６６６ ４．４
９月 ３，６５３ ６．４ ８３１ △２．９ ２４１ １３．２ ４，２７１ ６．６ １０，５９４ △３．５
１０月 ３，６５４ △８．５ ８３１ △４．８ １８２ △１３．５ ４，０７６ １５．９ ７，４２８ ２．３

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２５年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０
２６年度 １７９，４０３ △９．８ ５０，９４０ △８．３ ６０，３５９ △１３．３ ６８，１０４ △７．７ ４，４５３，５０９ △７．９
２７年度 １６８，７０８ △６．０ ５５，１６１ ８．３ ５９，３９０ △１．６ ５４，１５７ △２０．５ ４，１１５，４３６ △７．６
２８年度 １７６，０１８ ４．３ ６０，８９９ １０．４ ６２，４７４ ５．２ ５２，６４５ △２．８ ４，２４３，３９３ ３．１

２８年７～９月 ４４，３６４ ２．４ １５，２４７ １１．２ １５，７８３ △３．８ １３，３３４ １．０ １，０２４，４４１ △０．３
１０～１２月 ３７，５３６ ７．１ １２，３７８ １０．８ １３，２８２ １１．４ １１，８７６ △０．５ ９８９，３６２ ５．６

２９年１～３月 ５１，５１６ ７．２ １８，３７２ ３．５ １７，３７９ ２０．７ １５，７６５ △１．０ １，３４０，５１１ ７．８
４～６月 ４９，１９４ １５．５ １６，６０３ １１．４ １８，４５１ １５．１ １４，１４０ ２１．２ １，００６，１２３ １３．２
７～９月 ４６，６３９ ５．１ １５，０１８ △１．５ １７，０２７ ７．９ １４，５９４ ９．４ １，０６５，９４０ ４．１

２８年 １０月 １２，４１４ １．１ ４，２４３ １６．２ ４，１５３ △６．３ ４，０１８ △４．３ ３１４，７０５ △０．２
１１月 １３，２７５ １１．４ ４，０９９ １５．２ ４，９７３ １９．３ ４，２０３ ０．２ ３４１，８３３ ８．８
１２月 １１，８４７ ９．４ ４，０３６ １．８ ４，１５６ ２５．１ ３，６５５ ３．２ ３３２，８２４ ８．１

２９年 １月 １２，２８４ ５．１ ４，１９９ △７．３ ４，２４６ ２７．２ ３，８３９ ０．６ ３４３，４２４ ４．４
２月 １４，１５１ ５．８ ４，９７５ ３．３ ４，５３６ １７．９ ４，６４０ △１．５ ４１３，３１６ ８．２
３月 ２５，０８１ ９．０ ９，１９８ ９．５ ８，５９７ １９．２ ７，２８６ △１．５ ５８３，７７１ ９．６
４月 １５，３２６ １２．７ ５，３４０ ２１．８ ５，７１７ ６．０ ４，２６９ １１．９ ２９７，２８４ １０．４
５月 １４，５６９ １８．９ ４，７９８ １３．８ ５，２２６ ２２．９ ４，５４５ ２０．３ ３１２，３９０ １３．４
６月 １９，２９９ １５．１ ６，４６５ ２．６ ７，５０８ １７．６ ５，３２６ ３０．７ ３９６，４４９ １５．１
７月 １６，６９６ ２．３ ５，３３２ △１．２ ６，４５０ △１．４ ４，９１４ １２．２ ３５７，２６７ ２．６
８月 １３，２７３ ８．３ ４，１８４ △０．３ ５，１４９ １４．１ ３，９４０ １１．１ ２９０，８２２ ４．１
９月 １６，６７０ ５．６ ５，５０２ △２．７ ５，４２８ １４．７ ５，７４０ ６．１ ４１７，８５１ ５．３
１０月 １２，４８０ ０．５ ４，０２０ △５．３ ４，２４５ ２．２ ４，２１５ ４．９ ３１０，７９１ △１．２

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３０ ―ほくよう調査レポート ２０１８年１月号

ｏ．２５８（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２８～０３２　主要経済指標　※項目増  2017.12.15 13.29.24  Page 30 



年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２５年度 ９４７，７８５ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ０．７４ ０．８７ ２８，４６４ １４．１ ７１０，１４６ ７．２ ４．５ ３．９
２６年度 ８７５，３７０ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５
２７年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３
２８年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０

２８年７～９月 ２２０，１５６ ２．１ ４０，８０７ ６．８ １．０７ １．２２ ３２，６６９ ３．５ ８０５，３７３ ５．９ ３．９ ３．１
１０～１２月 ８０，２８２ △１７．０ ２８，００７ △４．５ １．０９ １．３２ ２９，２５３ １．６ ７７８，９７７ ４．７ ３．３ ２．９

２９年１～３月 １７６，６３７ ８４．０ ２９，５４９ ９．９ １．０５ １．３５ ３３，７０２ ２．９ ８７７，７２６ ５．０ ３．８ ２．９
４～６月 ４３９，２２２ ９．６ ４８，２５１ ２．６ １．０２ １．２４ ３２，３３７ ０．３ ８２６，１３７ ５．６ ３．４ ２．９
７～９月 ２２２，６２８ １．１ ３７，５７３ △７．９ １．１１ １．３５ ３２，８０７ ０．４ ８４８，９９７ ５．４ ３．２ ２．８

２８年 １０月 ４２，１８９ △９．３ １１，２７３ △１０．０ １．０９ １．２８ ３２，８６４ △２．６ ８４０，９５３ △０．３ ↑ ２．９
１１月 ２０，７５９ △３９．４ ８，２２０ △５．７ １．１０ １．３１ ２９，１６１ ５．７ ７７４，９４５ ７．９ ３．３ ３．０
１２月 １７，３３２ ８．８ ８，５１４ ５．３ １．０９ １．３６ ２５，７３４ ２．９ ７２１，０３２ ７．６ ↓ ２．９

２９年 １月 １０，９１６ ８７．３ ６，９９７ ７．１ １．０６ １．３６ ３２，０４２ ０．４ ８７９，３６８ ３．９ ↑ ３．０
２月 ２０，２４１ ２１０．０ ７，６９３ １０．４ １．０６ １．３７ ３４，２４２ ３．２ ８８９，９６５ ５．５ ３．８ ２．８
３月 １４５，４７９ ７４．０ １４，８５９ １０．９ １．０５ １．３４ ３４，８２２ ４．９ ８６３，８４４ ５．５ ↓ ２．８
４月 １４６，７１９ △３．５ ２０，６４６ １．７ １．００ １．２４ ３３，１９４ △３．１ ８２６，７０６ ３．３ ↑ r ２．９
５月 １５５，５６６ １３．８ １２，４２１ ８．５ １．０１ １．２２ ３１，７１９ ３．７ ８０３，６３６ ７．２ ３．４ ３．１
６月 １３６，９３７ ２２．５ １５，１８５ △０．６ １．０４ １．２６ ３２，０９７ ０．７ ８４８，０７０ ６．３ ↓ ２．８
７月 ９４，９４２ △２．１ １２，８８８ △５．４ １．０９ １．３１ ３２，３１７ △３．４ ８２０，３５２ ３．３ ↑ ２．８
８月 ７１，７４５ ３．８ １１，４９４ △７．９ １．１０ １．３５ ３２，０１７ １．８ ８４２，７６３ ６．８ ３．２ ２．８
９月 ５５，９４１ ３．５ １３，１９１ △１０．４ １．１５ １．３８ ３４，０８８ ３．０ ８８３，８７５ ６．１ ↓ ２．８
１０月 ４８，７７２ １５．６ １１，７１２ ３．９ １．１６ １．４１ ３４，４３４ ４．８ ８９９，１０４ ６．９ ２．８

資料 北海道建設業信用保証�ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２７年＝１００ 前 年 同
月比（％）２７年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２５年度 ９７．５ １．２ ９７．２ ０．８ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１ １００．２３ １４，８２８
２６年度 １００．４ ３．０ １００．０ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７
２７年度 ９９．８ △０．５ １００．０ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９
２８年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９

２８年７～９月 ９９．４ △０．９ ９９．６ △０．５ ７４ △３．９ ２，０８７ △０．２ １０２．４０ １６，４５０
１０～１２月 ９９．７ △０．４ ９９．８ △０．３ ６３ ６．８ ２，０８６ △３．１ １０９．３２ １９，１１４

２９年１～３月 ９９．８ １．０ ９９．６ ０．２ ７９ １６．２ ２，０７９ △３．０ １１３．６０ １８，９０９
４～６月 １００．４ １．０ １００．２ ０．４ ７４ １７．５ ２，１８８ ２．８ １１１．０６ ２０，０３３
７～９月 １００．６ １．２ １００．２ ０．６ ５９ △２０．３ ２，０３２ △２．６ １１１．０１ ２０，３５６

２８年 １０月 ９９．６ △０．６ ９９．８ △０．４ ２２ ０．０ ６８３ △８．０ １０３．８２ １７，４２５
１１月 ９９．７ △０．５ ９９．８ △０．４ ２１ ４０．０ ６９３ △２．５ １０８．１８ １８，３０８
１２月 ９９．９ ０．１ ９９．８ △０．２ ２０ △９．１ ７１０ １．６ １１５．９５ １９，１１４

２９年 １月 ９９．７ ０．９ ９９．６ ０．１ １７ △１０．５ ６０５ △１０．４ １１４．７３ １９，０４１
２月 ９９．７ １．１ ９９．６ ０．２ ２６ １８．２ ６８８ △４．８ １１３．０６ １９，１１９
３月 ９９．９ １．１ ９９．８ ０．２ ３６ ３３．３ ７８６ ５．４ １１３．０１ １８，９０９
４月 １００．３ １．１ １００．１ ０．３ ２２ △４．３ ６８０ △２．２ １１０．０６ １９，１９７
５月 １００．４ １．１ １００．３ ０．４ ２９ ６１．１ ８０２ １９．５ １１２．２１ １９，６５１
６月 １００．６ １．１ １００．２ ０．４ ２３ ４．５ ７０６ △７．５ １１０．９１ ２０，０３３
７月 １００．４ １．１ １００．１ ０．５ ２３ △２３．３ ７１４ ０．３ １１２．４４ １９，９２５
８月 １００．６ １．３ １００．３ ０．７ １６ △３０．４ ６３９ △１２．０ １０９．９１ １９，５８３
９月 １００．７ １．２ １００．３ ０．７ ２０ △９．１ ６７９ ４．６ １１０．６８ ２０，３５６
１０月 １０１．０ １．４ １００．６ ０．８ ２０ △９．１ ７３３ ７．３ １１２．９６ ２２，０１２

資料 総務省 �東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ３１ ― ほくよう調査レポート ２０１８年１月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２５年度 ４７１，８５１ １７．５ ７０８，５６５ １０．８ １，９１４，９７９ １２．７ ８４６，１２９ １７．４
２６年度 ４６８，５１６ △０．７ ７４６，６７０ ５．４ １，３４９，５００ △２９．５ ８３７，９４８ △１．０
２７年度 ４７７，１７４ １．８ ７４１，１５１ △０．７ r１，１３２，８３４ △１６．１ r ７５２，２０４ △１０．２
２８年度 ３７５，８１３ △２１．２ ７１５，２５３ △３．５ r ９８３，２４０ △１３．２ r ６７５，２５３ △１０．２

２８年７～９月 ８７，２４１ △３５．８ １７０，１３８ △１０．２ ２０８，３８５ △３０．４ １６０，５７３ △１９．３
１０～１２月 ９０，４５３ △２８．９ １８５，０５６ △１．９ ２５５，５６３ △１１．６ １７２，４２０ △９．３

２９年１～３月 １０４，３９１ ４．９ １８９，９９１ ８．５ ３２４，３４６ ３１．５ １８６，６９６ ８．６
４～６月 ９１，２９５ △２．６ １８７，８９０ １０．５ r ２８４，９７０ ４６．１ r １８０，７４９ １６．２
７～９月 ９５，３３４ ９．３ １９５，８４９ １５．１ r ２７６，９８１ ３２．９ r １８３，８９４ １４．５

２８年 １０月 ２６，２８７ △４２．２ ５８，７０２ △１０．３ ６７，２８１ △２６．２ ５３，８９１ △１６．３
１１月 ２５，７３１ △３３．９ ５９，５６４ △０．４ ８７，２２８ △４．１ ５８，０９９ △８．７
１２月 ３８，４３５ △１０．２ ６６，７８９ ５．４ １０１，０５４ △５．６ ６０，４３０ △２．５

２９年 １月 ２６，４２６ △２０．９ ５４，２２０ １．３ r １１６，２８６ ３５．５ r ６５，１３９ ８．４
２月 ３３，８０４ ９．１ ６３，４７５ １１．３ r １１０，７９３ ４６．８ r ５５，３６４ １．２
３月 ４４，１６１ ２５．５ ７２，２９６ １２．０ r ９７，２６７ １４．１ r ６６，１９３ １５．９
４月 ３４，７８７ ２．１ r ６３，２９４ ７．５ r ９７，１９０ ４９．５ r ５８，５０３ １５．２
５月 ２６，６４３ △６．５ r ５８，５１２ １４．９ r １０５，９１０ ４９．６ r ６０，５７６ １７．９
６月 ２９，８６５ △４．２ ６６，０８４ ９．７ r ８１，８７０ ３８．４ r ６１，６７０ １５．５
７月 ３２，２５５ １２．２ ６４，９５２ １３．４ r ９１，９９６ ５３．０ r ６０，７３２ １６．３
８月 ３４，０５６ ２９．９ ６２，７８６ １８．１ r ９３，６４１ ３３．６ r ６１，６９１ １５．３
９月 ２９，０２３ △１０．１ ６８，１１１ １４．１ r ９１，３４４ １６．８ r ６１，４７１ １２．１
１０月 ３１，４３４ １９．６ ６６，９３６ １４．０ p ９４，６５６ ４０．７ p ６４，０９０ １８．９

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２５年度 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６８ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６２２ ２．５
２６年度 １４９，３７７ ２．５ ６，７３７，４４８ ３．５ ９４，８２７ △０．２ ４，５１９，４３７ ３．３
２７年度 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，６０９ ２．８
２８年度 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９４９ ６．２ ９９，８８７ ２．８ ４，７６７，６０１ ２．６

２８年７～９月 １５１，６８７ ２．７ ７，１４７，８１５ ６．０ ９７，１６３ ２．６ ４，６５９，２５１ ２．２
１０～１２月 １５３，７８０ ３．１ ７，３０２，３６８ ８．１ ９８，９０７ ２．６ ４，７３９，５７３ ２．７

２９年１～３月 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９４９ ６．２ ９９，３８２ ２．３ ４，７８４，９４２ ３．０
４～６月 １５６，６１５ ３．２ ７，４７７，４８５ ５．０ ９８，９２８ ３．０ ４，７６９，９６１ ３．５
７～９月 １５６，９２９ ３．５ ７，５２０，９３６ ５．２ １００，４９８ ３．４ ４，８０９，６７１ ３．２

２８年 １０月 １５０，８７２ ２．２ ７，１８２，１９１ ７．１ ９７，１３７ ２．２ ４，６４６，２９３ ２．４
１１月 １５２，０４１ ３．０ ７，２５２，３９４ ７．１ ９８，３５７ ２．９ ４，６８１，２３３ ２．６
１２月 １５３，７８０ ３．１ ７，３０２，３６８ ８．１ ９８，９０７ ２．６ ４，７３９，５７３ ２．７

２９年 １月 １５１，７７９ ２．５ ７，３２３，４１６ ８．６ ９８，７６５ ２．５ ４，７２９，３６８ ２．８
２月 １５２，７８０ ３．５ ７，３２４，５７０ ７．０ ９９，０３２ ３．０ ４，７３５，２０６ ３．２
３月 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９４９ ６．２ ９９，３８２ ２．３ ４，７８４，９４２ ３．０
４月 １５６，３９３ ３．４ ７，５１８，４９１ ５．６ ９８，６９６ ２．５ ４，７５７，２８７ ３．３
５月 １５７，２６９ ３．５ ７，５２５，７８５ ５．６ ９８，６７６ ２．５ ４，７５４，７０７ ３．３
６月 １５６，６１５ ３．２ ７，４７７，４８５ ５．０ ９８，９２８ ３．０ ４，７６９，９６１ ３．５
７月 １５５，３６８ ３．８ ７，５２５，０４３ ６．２ ９９，６１８ ３．２ ４，７７０，６７０ ３．４
８月 １５７，８７３ ５．０ ７，５２８，９３８ ６．０ ９９，８８７ ３．７ ４，７６７，６０１ ３．３
９月 １５６，９２９ ３．５ ７，５２０，９３６ ５．２ １００，４９８ ３．４ ４，８０９，６７１ ３．２
１０月 １５６，７２８ ３．９ ７，５９１，６１７ ５．７ １００，６４１ ３．６ ４，７９２，８９９ ３．２

資料 日本銀行

主要経済指標（５）主要経済指標（５）

― ３２ ―ほくよう調査レポート ２０１８年１月号
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●道内経済の動き

●平成３０年度北海道経済の見通し

●ドラッカーの名言から学ぶ
マネジメント入門 その４

●『中空知雇用プロジェクト』の推進について

●北洋銀行創立１００周年記念
「ほっくー基金自然環境フォーラム」開催報告

●経済コラム 北斗星
拓銀破綻２０年に関する各紙「特集記事」
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